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第一部 【企業情報】
 

第１ 【企業の概況】

 
１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期

第３四半期
累計期間

第17期
 第３四半期
 累計期間

第16期

会計期間
自 2021年６月１日
至 2022年２月28日

自 2022年６月１日
至 2023年２月28日

自 2021年６月１日
至 2022年５月31日

売上高 (千円) 2,199,470 2,390,553 3,065,500

経常利益 (千円) 893,160 854,108 1,236,833

四半期（当期）純利益 (千円) 553,447 580,672 828,645

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ―

資本金 (千円) 903,331 904,012 903,331

発行済株式総数 （株） 7,388,200 7,403,800 7,388,200

純資産額 (千円) 3,541,720 4,047,594 3,816,785

総資産額 (千円) 4,561,835 4,840,178 4,875,770

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 75.41 78.48 112.72

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) 74.64 77.87 111.59

１株当たり配当額 （円） ― 13.00 34.50

自己資本比率 (％) 77.5 83.5 78.1
 

 

回次
第16期

第３四半期
会計期間

第17期
 第３四半期
 会計期間

会計期間
自 2021年12月１日
至 2022年２月28日

自 2022年12月１日
至 2023年２月28日

１株当たり四半期純利益 (円) 23.88 25.92
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等については記

載しておりません。
２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営

者が会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績等の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症対策と行動制限の緩和による経済活

動の両立により景気は緩やかに回復の動きが見られたものの、原材料・エネルギー価格の高騰や急激な円安によ

る為替相場の変動、ウクライナ情勢の長期化による物価高騰など、依然として先行きは不透明な状況が続いてお

ります。このような環境下において、当社は「社会の役に立つ立派な人間を一人でも多く輩出する」ことをミッ

ションとして社会全体の幸福度を高めていけるようなサービスを提供していくために、主に中小・中堅企業、医

療機関を対象としたPR支援サービスや顧客とメディア又は決裁者をつなぐプラットフォームサービスを提供する

PR事業を展開してまいりました。

当第３四半期累計期間に獲得した顧客数は1,818社（中小・中堅企業1,532社、医療機関286社）、顧客あたりの

平均契約単価は1,063千円（前四半期比4.1％増）、顧客あたりの平均契約件数は1.49件（前四半期比6.5％減）と

なりました。売上高は、PR支援サービスのうち法人／経営者向けサービスは1,766,074千円（前年同期比5.8％

増）、医療機関／医師向けサービスは333,677千円（前年同期比4.1％減）、プラットフォームサービスは290,801

千円（前年同期比59.8％増）となりました。

PR支援サービスにおける継続課金モデルが安定した収益基盤として拡大し続けていることに加え、プラット

フォームサービスの成長により、引き続き売上原価を一定水準に抑えたため売上総利益は1,991,248千円（前年同

期比9.9％増）、売上総利益率は83.3％（前年同期82.4％）となりました。また、事業拡大に向けて積極的に採用

を進めたことにより人件費等の増加及び拠点増加に伴う一部固定費の増加により、営業利益率は35.4％（前年同

期39.3％）となりました。

以上の結果、当第３四半期累計期間の売上高は2,390,553千円(前年同期比8.7％増)、営業利益は845,627千円

(前年同期比2.2％減)、経常利益は854,108千円(前年同期比4.4％減)、四半期純利益は580,672千円(前年同期比

4.9％増)となりました。

なお、当社は、PR事業のみの単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。
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②財政状態の状況

（資産）

当第３四半期会計期間末における資産合計は4,840,178千円であります。前事業年度末と比較いたしますと、

35,592千円減少しております。これは主に、未収入金が61,075千円及びその他に含まれている差入保証金が

29,897千円増加したものの、現金及び預金が106,032千円及び繰延税金資産が15,149千円減少したこと等によるも

のであります。

 
（負債）

当第３四半期会計期間末における負債合計は792,583千円であります。前事業年度末と比較いたしますと、

266,401千円減少しております。これは主に、前受金が114,234千円増加したものの、未払法人税等が301,898千円

及びその他に含まれている未払消費税47,345千円が減少したこと等によるものであります。

 
（純資産）

当第３四半期会計期間末における純資産合計は4,047,594千円であります。前事業年度末と比較いたしますと、

230,808千円増加しております。これは主に、第１回新株予約権、第２回新株予約権の行使により、資本金及び資

本剰余金がそれぞれ681千円増加したこと並びに四半期純利益の計上により利益剰余金が229,532千円増加したこ

とによるものであります。

 
(2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(3）経営方針・経営戦略等

当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 
(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

 
(5）研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社Ｅｎｊｉｎ(E36638)

四半期報告書

 4/17



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2023年２月28日)

提出日現在
 発行数(株)

 (2023年４月14日)

上場金融商品取引所
 名又は登録認可金融
 商品取引業協会名

内容

普通株式 7,403,800 7,403,800
東京証券取引所
（グロース市場）

単元株式数は100株であり
ます。

計 7,403,800 7,403,800 ― ―
 

（注）提出日現在発行数には、2023年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
 (株)

発行済株式
 総数残高
 (株)

資本金増減額
 (千円)

資本金残高
 (千円)

資本準備金
 増減額
 (千円)

資本準備金
 残高
 (千円)

2022年12月１日～
2023年２月28日

― 7,403,800 ― 904,012 ― 874,012
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2022年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   2022年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,396,700
 

73,967

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式であり
ます。なお、単元株式数は100
株であります。

単元未満株式 普通株式 7,100
 

― ―

発行済株式総数 7,403,800 ― ―

総株主の議決権 ― 73,967 ―
 

 
② 【自己株式等】

2022年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

（自己保有株式）
株式会社Ｅｎｊｉｎ

東京都中央区銀座五丁目
13番16号

― ― ― ―

計  ― ― ― ―
 

（注）上記の株式数には単元未満株式67株は含まれておりません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 
１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 
２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(2022年12月１日から2023年２月

28日まで)及び第３四半期累計期間(2022年６月１日から2023年２月28日まで)に係る四半期財務諸表について、ＰｗＣ

京都監査法人による四半期レビューを受けております。

 
３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年５月31日)
当第３四半期会計期間
(2023年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,007,163 3,901,131

  売掛金 81,815 82,087

  棚卸資産 13,429 14,937

  未収入金 290,107 351,182

  前払費用 68,216 66,384

  その他 52 226

  貸倒引当金 △17,567 △26,513

  流動資産合計 4,443,216 4,389,438

 固定資産   

  有形固定資産 149,919 148,594

  無形固定資産 30,115 36,854

  投資その他の資産   

   投資有価証券 97,186 93,734

   繰延税金資産 55,638 40,489

   破産更生債権等 24,353 23,853

   その他 99,694 131,067

   貸倒引当金 △24,353 △23,853

   投資その他の資産合計 252,519 265,291

  固定資産合計 432,553 450,739

 資産合計 4,875,770 4,840,178

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 44,739 27,881

  未払法人税等 362,430 60,532

  前受金 437,990 552,224

  賞与引当金 23,414 22,367

  その他 188,769 127,528

  流動負債合計 1,057,344 790,533

 固定負債   

  長期未払金 1,639 2,049

  固定負債合計 1,639 2,049

 負債合計 1,058,984 792,583

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 903,331 904,012

  資本剰余金 873,331 874,012

  利益剰余金 2,032,291 2,261,823

  自己株式 △133 △218

  株主資本合計 3,808,821 4,039,630

 新株予約権 7,964 7,964

 純資産合計 3,816,785 4,047,594

負債純資産合計 4,875,770 4,840,178
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 2021年６月１日
　至 2022年２月28日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年６月１日
　至 2023年２月28日)

売上高 2,199,470 2,390,553

売上原価 387,768 399,305

売上総利益 1,811,701 1,991,248

販売費及び一般管理費 946,952 1,145,620

営業利益 864,748 845,627

営業外収益   

 受取利息 27 38

 貸倒引当金戻入額 450 450

 物品売却益 74 306

 匿名組合投資利益 50,983 11,180

 その他 68 403

 営業外収益合計 51,603 12,378

営業外費用   

 為替差損 1,144 275

 投資事業組合運用損 2,813 3,452

 株式交付費 8,765 60

 上場関連費用 8,881 ―

 その他 1,587 109

 営業外費用合計 23,192 3,897

経常利益 893,160 854,108

税引前四半期純利益 893,160 854,108

法人税、住民税及び事業税 351,424 258,287

法人税等調整額 △11,712 15,149

法人税等合計 339,712 273,436

四半期純利益 553,447 580,672
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用

することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はありません。

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自 2021年６月１日
至 2022年２月28日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年６月１日
至 2023年２月28日)

減価償却費 17,492千円 31,022千円
 

 
(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 2021年６月１日 至 2022年２月28日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

 
２ 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

 
３ 株主資本の著しい変動

当社は、2021年６月18日に東京証券取引所マザーズに上場いたしました。上場にあたり、2021年６月17日を

払込期日とする公募増資（ブックビルディング方式による募集）により、新株式1,000,000株を発行しておりま

す。当該増資により資本金及び資本準備金はそれぞれ634,800千円増加しました。

また、2021年７月20日を払込期日とする有償第三者割当増資（オーバーアロットメントによる売出しに関連

した第三者割当）により、新株式375,000株を発行しております。当該増資により資本金及び資本準備金はそれ

ぞれ238,050千円増加しました。

これらの結果、当第３四半期累計期間における新株予約権の行使による新株式の発行を含めて、当第３四半

期会計期間末において資本金が903,331千円、資本準備金が873,331千円となっております。

 
当第３四半期累計期間(自 2022年６月１日 至 2023年２月28日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年８月26日
定時株主総会

普通株式 254,891 34.50 2022年5月31日 2022年８月29日 利益剰余金

2023年１月13日
 取締役会

 普通株式 96,248 13.00 2022年11月30日 2023年１月30日  利益剰余金
 

 
２ 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

 
３ 株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、PR事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
(収益認識関係)

　 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

  (単位：千円)

 
前第３四半期累計期間
（自　2021年６月１日
至　2022年２月28日）

当第３四半期累計期間
（自　2022年６月１日
至　2023年２月28日）

PR事業   

法人／経営者向けPR支援サービス 1,669,507 1,766,074

医療機関／医師向けPR支援サービス 348,035 333,677

メディチョク 140,075 247,260

その他 41,852 43,541

顧客との契約から生じる収益 2,199,470 2,390,553

その他の収益 ― ―

外部顧客への売上高 2,199,470 2,390,553
 

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自 2021年６月１日
至 2022年２月28日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年６月１日
至 2023年２月28日)

(1) １株当たり四半期純利益 75円41銭 78円48銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益(千円) 553,447 580,672

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 553,447 580,672

普通株式の期中平均株式数(株) 7,339,200 7,398,536

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 74円64銭 77円87銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 75,928 58,100

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業
年度末から重要な変動があったものの概要

― ―
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(重要な後発事象)

（取得による企業結合）

当社は、2023年３月14日開催の取締役会においてアズ・ワールドコムジャパン株式会社（以下、「アズ・

ワールドコムジャパン社」）の全株式を取得し、子会社化することについて決議し、同日付で株式譲渡契約を

締結し、同年３月24日付で全株式を取得しました。

 

(１)企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　アズ・ワールドコムジャパン株式会社

事業の内容　　　　対外的PR/メディア対策コンサルティング・業務支援、PR成果物を制作・提供

②　企業結合を行った主な理由

当社は「社会の役に立つ立派な人間を一人でも多く輩出する」ことをミッションとして社会全体の

幸福度を高めていけるようなサービスを提供していくために、主に中小・中堅企業、医療機関を対

象としたPR支援サービスや顧客とメディア又は決裁者をつなぐプラットフォームサービスを提供す

るPR事業を展開しております。

　アズ・ワールドコムジャパン社は主として対外的 PR/メディア対策コンサルティング業を展開し

ており、様々なネットワークを駆使して高いコミュニケーションスキルを活用しPRサービスを提供

しております。

　昨今の経済状況を受け、中小・中堅企業、医療機関における経営課題が益々複雑化し、その課題

を解決に導くサービスの需要が急激に伸びています。そのような中で、PR戦略の構築やリスクマネ

ジメント、海外PRといったアズ・ワールドコムジャパン社独自の強みと、当社の持つ営業力やノウ

ハウ、経営資源とのシナジーによって、既存サービスの強化や事業領域の拡大、それによる需要の

取り込みが見込めると判断し、アズ・ワールドコムジャパン社の株式取得を決定いたしました。

③　企業結合日

2023年３月24日

④　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤　結合後企業の名称

アズ・ワールドコムジャパン株式会社

⑥　取得した議決権比率

100％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として、株式を取得したためであります。

 
(２)被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得価額につきましては、対価の支払先が個人であるため、相手先の強い意向により非開示とさせて

いただきます。

なお、公平性・妥当性を確保するため、第三者算定機関による株式価値の算定結果を総合的に勘案し

決定しております。

 
(３)主要な取得関連費用の内訳及び金額

現時点では確定しておりません。

 
(４)発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

 
(５)企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。

 
（自己株式の取得及び消却）

当社は、2023年３月14日開催の取締役会において、下記のとおり、会社法第165条第３項の規定により読
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み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議するとともに、会

社法第178条の規定に基づき自己株式を消却することを決議いたしました。

 
１．自己株式の取得に係る決議内容

(１)自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上及び株主還元の充実を図るため

 
(２)自己株式の株式に係る事項

①取得する株式の種類　　　普通株式

②取得する株式の総数　　　150,000株（上限）

③株式の取得価額の総額　　200,000,000円（上限）

④取得期間　　　　　　　　2023年３月16日から2023年３月23日（約定ベース）

⑤取得方法　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付

 
(３)自己株式の消却に係る事項

①消却する株式の種類　　　普通株式

②消却する株式の総数　　　上記　(２)により取得した自己株式の全株式数

③消却予定日　　　　　　　2023年５月31日　　

 
２．自己株式の取得結果

上記買付けによる取得の結果、2023年３月16日から同年３月23日までに当社普通株式150,000株を

180,239,200円で取得し、当該決議に基づく自己株式の取得を終了いたしました。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年４月１３日

株式会社Ｅｎｊｉｎ

取締役会  御中

 

ＰｗＣ京都監査法人
 

東京事務所
 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩　崎　亮　一  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田　村　　　仁  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｅｎ

ｊｉｎの2022年６月１日から2023年５月３１日までの第１７期事業年度の第３四半期会計期間（2022年１２月１日か

ら2023年２月２８日まで）及び第３四半期累計期間（2022年６月１日から2023年２月２８日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Ｅｎｊｉｎの2023年２月２８日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において

認められなかった。
 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手し

たと判断している。
 

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業

に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期財務諸表に対する結論を表明することにある。監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持し

て以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事

項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監

査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は

継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準

に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー

フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　　上
 

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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